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資格,論文･学位,教育･講
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成果主義と結果主義の遣いおよび人材マネジメント上の烙性
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潜在能力

｢されやすい｡+

｢しやすい｡+

顕在化した能力

評価が評価者の価値観に左右

｢しにくい｡+

｢なりやすい｡+

評価の結果が固定

｢されにくい｡+
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｢しやすい｡+
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日立雫作所の成果主義における価値創造のバリューチェーンと人材マネジメントで使用する情報との関係

成果主義を浸透させる際には,その成果が生まれるまでのプロセスで｢起きていること+を把凰分析することが重要なポイントとなる｡したがって,人材マネジメントの観点からは.そ

の過程で発生する情報を注意深く読み取る必要がある｡また,これらの情報は当該現場だけで把握･理解ができる情幸陀ので.成果主義での人材マネジメントの主体は｢現場+にある

と言える｡つまり,｢現場力+が問われるのが成果主義の特徴である｡

1990年代の半ばから,わが国の企業の間で成果主

義の導入がブームとなった｡幾つかの企業では,成績

によって報酬に大きな差が付く,米国型制度の導入を

行った｡しかし,最終結果を評価する目標管理制度を

導入した会社では｢点を取るためのテクニック+や｢目

標そのものを低くすること+がまん延し,制度運営その

ものが困難な状態に陥った｡

日立製作所は,人材が価値創造の源泉であるとの

考えから,成果主義を導入する前提として｢個の尊重+

を掲げ,｢個の尊重+と｢成果主義+を人材マネジメント

の基本方針としている｡評価制度だけでなく,社員を

支援する制度や,実際に運用するための仕組み･情報

システムの構築,人事組織の変革など,横合的な施

策を行うことで,成果主義の浸透を図っている｡

日立製作所は,2002年1月から人材マネジメントツー

ル山Human加ate21/HumanCapitalDataBaseI,の

サービスを開始し,他の支援システム群と併せて,成

果主義に基づく人材マネジメントを実効あるものとする

ように取り組んできた｡その結果,情報システムを利

用した人材情報や,人材にかかわる業務情報の共有

は,一定の成果を上げつつある｡
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はじめに

H立製作所は,連結ベースでの中期経営計画で,知識企

業として,知識による価値創造に注力することとした｡この計

画に従い,人材マネジメントの基本方針を,社員の潜在能力

を引き出すための｢個の尊重+とし,同時に,成果主義の浸

透を図ることとした｡

日立製作所は,さらに多彩でオープンな,そしてチャレンジン

グな企業風上へと変革するため,以下の施策を行ってきた｡

個人の顕在化した成果を評価する｢目標管理制度+,価

値･行動基準の共有を目指した評価制度｢日立VALUE+,

マネジメント層の｢気づき+とそれによる能力伸長を目指した

｢3600フィードバック+,人的資源のいっそうの活性化を目指し

た｢社内FA(FreeAgent)制度+,男女を問わず,プロフェッ

ショナルな人材が仕事と家庭を両立させることができるように

支援する｢F.F.(Gender-Free
andFamily-Friendly)プラ

ン+,社員やその家族が持つ個人的な悩みや問題の解決を

支援する``EAP(Employee Assistance Program)”などの

施策である｡

日立製作所は,これらの施策のほとんどを,社員サポート

システム"Humanimate21''でサポートしており,社員は,業

績評価や診断による｢気づき+,各種教育講座による｢学び+,

および仕事を通じての｢キ17リア+を,一連の支援システム群で

行っている｡ラインマネジメントでは,システムを通じて部下の

配置や育成管理をするだけでなく,｢情報の共有+という情報

システムの機能･特性を生かし,自部門に必要な人材や,特

定分野の専門家を探し当てることができる｡

経営方針に基づく人材マネジメントの施策と,情報システム

が持つ特性が相互に連携され,知識企業への変革を,有機

的かつ連鎖的に進めている｡

ここでは,日立製作所の経営方針から導かれる人材マネ

ジメントの考え方,施策,それを支援する情報システムの役割,

および実際の使われ方について述べる｡

題
日立製作所における成果主義

日立製作所は,人材マネジメントの基本を｢個の尊重+と

｢成果主義+に置いている｡口立製作所が考える成果主義と

は,企業組織内で成果が生まれるプロセスを,個人の｢知

識･スキル+が個人の｢意欲･態度+によって組織の中で｢成果

に結び付く行動+を導き,個人またはチームレベルでの｢中間

成果+を生み出し,予定した期間内に組織の事業目標である

｢最終成果+をもたらすことであり,これを成果創出のバリュー

チェーン(価値連鎖)モデルとして想定している｡

したがって,個人成果を最大にするためには,以■Fのよう
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な個人に対する一連の支援施策が必要になる｡すなわち,

(1)OJT(On-the-Job Training)や多種多様な教育講座な

どにより,個人の知識･スキルの水準を高めたり,(2)仕事と

個人のスキルや意識とのマッチングを行うことで意欲を向上さ

せたF),(3)価値を生む行動基準で成果に結び付く行動へと

促し,(4)透明でわかりやすい評価制度で個人の成果を評

価するといった施策である｡

また,組織成果を最大にするためには,ラインマネジメントが

行う,個人に対するコーチングやチームマネジメントを支援す

る仕観みが必要になる｡つまり,ラインマネジメントがみずから,

成果を生むプロセスでの情報を把握,分析,評価することが

できる仕組みが必要である｡

以上のような背景から,成果主義での価値創出のバリュー

チェーンを支援するために,日立グループでの人事シェアド

サービス部門である人事ソリューションセンタは,H.C.DB

(Human CapitalData Base)を中心とした支援システム群

l`Humanimate21''を開発し,運営している｡

謬
日立製作所の人材マネジメントツール
"H.C.DB叩

2002年1月にサービスを開始したH.C.DBは,現在,日立

製作所およびグループ7社で3万7,000人の総合職社員に利用

されている｡

3.1人材情報の登録

登録情熟ま,(1)資格,(2)表彰･論文(研究報告)･学位,

(3)教育･講習などの受講歴,(4)入社後の履歴,(5)チャレ

ンジ意欲,(6)キャリアプラン,(7)他社交流情報,および(8)

成果情報の八つのカテゴリーに分けられ,それぞれ登録を行う｡

この登録情報は,評価情報を除き,他に公開することがで

きる｡

従来,上記のような個人情報は,人事部門が取りまとめて,

基幹業務システムに人力していたが,H.C.DBは,人事部門

のためのシステムではなく,社員個々人およびラインマネジメン

トを支援するシステムであるという考えから,社員ひとりひとり

が直接人力できるようにしている｡一部のラインマネジメントか

らは,これが人事部門のサービス低下につながるのではない

かという意見も聞かれるが,成果主義に基づく評価プロセス

が職場になじむにしたがい,社員ひとりひとりが自己の情報を

登録する価値が増大するものと考えている｡現在の登録状況

を分析すると,トップマネジメントが,自分のキャリアや資格を

登録し,公開している場合は,その組織の構成員の多くが自

己の情報の登録を行い,かつ公開している｡

評価情報については,H.C.DBの利用を必須としている｡成

果主義を組織に浸透させるために,評価プロセスそのものに,

価値創造のバリューチェーンを実装するのがねらいである｡
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図1H.C.DBの登録画面と成果主義の関係

成果を生むプロセスにおいて把握できる情報を八つのカテゴリーに分け,マネジメ

ントの評価行為を支援している｡

つまり,マネジメントが評価の説明を行いやすくなるように,蓄

積する情報の種類や運用手順が定められている(図1参照)｡

3.2 人材情報の活用

H.C.DBでは,``Know How''としての情報利用ではなく,

"KnowWho''としての情報利用を想定している｡

社会インフラストラクチャーの構築など大規模なプロジェクト

では,多岐にわたる技術分野,知識,知恵が必要となる｡

H.C.DBでは,特定技術分野や人脈などを自由に指定し,登

録されている情報を検索することができるので,社内またはグ

ループ内から人材を見つけ出し,その人が保有する知識や

知恵についての情報を得られる可能性が飛躍的に向__Lする

(図2参照)｡

2003年4月から実施した社内FA制度は,志を持つ社員,

積極的にチャレンジする社員を,会社としてんむ接するものであ

る｡チャレンジする社員は,年に2担J,H.C.DBに異動希望･希

毒ト｢称た棚.;斗繍阜て林寺抑菜†

凍托寮背′篇淡 ‥き【-

し

HlモnR

Vtsu∂lStage

q人†轟報嶺濡書

汀;ウrlミ弓2enま垂線着で車㌢るま色盲稀の万
羽子
_?わ■ミ轢革可畠巨てす.ニ£で1こP引ぷ】つ▼7うE8′〕nlで受章ききれ†二1ぎ鼻

ぎ臭素言†急‾Fす｡

抜放馳蓮空ニ

ニー之-:エま腰ま

人材マネジメントを支える社員サポートシステムの事例

Vo卜85No-6

望業務を登録し,FA応募する旨を示すと,希望する職場に

直接応募できる｡従来の社内公募制度が,職場(需要側)の

立場での人材活性化施策であったのに対し,FA制度は,働

きたい人(供給側)に直接訴える人材活性化施策である｡

知識の自発的共有

(教育システムでの事例)

Fl

人材マネジメントの_二1三体をラインマネジメントに移すと,スキ

ル･知識の獲得でも,ラインが主体的な行動をとるようになる｡

日立製作所は,自前の教育研修機関として,(1)マネジ

メント層を対象とした教育研修を企画,実施するR立経営研

修所,(2)技術者を対象とした教育を企画,実施する総合

教育センタ,(3)SE(Systems Engineer)･ソフトウェア開発

者を対象とした教育を企画,実施する株式会社Rうエインフォ

メーションアカデミーなどの研修機関を保有している｡これらの

研修機関は,年間約2,100講座に上る教育研修を道営し,社

員は,社員サポートシステム``Humanimate21''を通じてこれ

らへの受講申し込みを行っている(図3参照)｡

このような教育研修機関での教育とは別に,各事業グルー

プは,その事業分野に必要な技術･スキルのl呂J上策として,

独自の教育研修を行っている｡これらの研修では講師も生徒

も社員であり,教材も手作りのものが多い｡そのため,自前でリ

ソースを確保できない場合は,社外の教育研修機関と独自に

契約し,自分の事業所用にカスタマイズした研修を行ってい

る｡これらの事業所教育についても,社員はHumanimate21

で受講申し込みを行っており,その講座数は年間760講座を

数える｡

Humanimate21では,ラインマネジメントが自分で教育研

修を企画,実行,確認することができる｡また,それにかかる

費用についても,財務会計システムとの連携により,振替処
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図2H.C.DBによる人材検索

画面例

キーワードで登食副官報を検索する｡

このキーワードを共通言語化すること

で,検索の精度が向上する｡
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図3教育システムによる講座検索例

本人が受講できる講座が教育分類ごとに検索できる｡社員は,自分のキャリアプ

ランを念頭に置いて,言十画的に履修する｡

理を行うことができる｡そのため,ラインでの予算措置が可能

であれば,ラインマネジメントが自発的に教育研修を行い,知

識の共有を進めることができる｡ある事業所では,｢寺子屋ゼ

ミ+や｢他社購入品目利き教育+,｢こだわり製品化技術+など,

優れたプロフェッショナルによるノウハウや技術の伝承,教育

が行われている｡

さらに,この教育管理システムでは,自部門の教育研修を

他部門に公開できるので,広く日立グループから受講生を集

めることもできる｡特に自己啓発のための標準化された教育

や,場所を選ばないe-ラーニングなどは,品質の高い教育コン

テンツであれば,受講者を多く集めることで･人当たりの教育

コストを下げることができる｡また,優れた社内プロフェッショナ

ルによる教育も,広く列レープ内に公開することで,他の事業分

野での新たな知恵の創出や,適応につながる可能性がある｡

760の事業所教育講座のうち,すでに200以上の講座につ

いては,他事業所にも公開されている｡

霧今後の展望
人材マネジメントのすべてを情報システムにゆだねるのは不

可能である｡また,｢個の尊重+と｢成果主義+は,現場の知恵

があって初めて定着し,効果を生むものである｡したがって,

人を対象とする情報システムや,それを用いたサービス･管理

島川 悸

榔
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は,社員やラインマネジメントを尊重し,彼らの知識･情報の共

有を促すものでなければならない｡

その意味で,H.C.DBを中心とする支援システム群

``Humanimate21''は,成果主義を実現するための具体的な

仕組み･システムとなってきた｡

H立製作所は,今後,日立グループ全体でのシナジー効

果を創出するため,人材マネジメントの考え方についても共有

していく方針であり,総合的な人材ナレッジソリューションとし

て,Humanimate21をグループ全体の支援基盤に発展させ

ていく考えである｡

おわりに

ここでは,日立製作所の経営方針から導かれる人材マネ

ジメントの考え方,施策,それを支援する情報システムの役害れ

および実際の使われ方について述べた｡

目立グループは,企業戦略での人材マネジメントの仕組み

と,実務運用にまで実現した過程で培った｢ノウハウ+を,

"LearningGate”コンサルティングソリューションとして,これか

らも広く社外に提案していく考えである｡
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